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訴訟の概要１（何を求めているのか）

•経済産業大臣が、２０１８年１１月３０日付で、
電気事業法第４６条の１７第２項に基づき株式会
社ＪＥＲＡに対して行った、横須賀火力発電所新
１・２号機建設計画の火力発電所建設計画に係る
環境影響評価書の変更を要しない旨の通知（確定
通知）

の取消（この通知がないと届け出自体の効力が失
われ、工事が続行できなくなる）



訴訟の概要２（当事者）

•原告
• 現在計画中の横須賀石炭火力発電所新１・２号機の
近隣住民や東京湾岸周辺の住民など４５名

• 男性２５名、女性２０名、未成年３人・最年少７歳

•被告
• 国（処分行政庁 経済産業大臣）

• 関連事業者

• 株式会社ＪＥＲＡ（本件石炭火力発電所の事業主
体）



訴訟の概要３（争点）

•訴訟要件→ ここで負けたら訴え却下・門前払い
• 確定通知が処分と言えるか。
• 原告らに原告適格があるか。

•本案（訴訟の内容）→ ここで負けたら請求棄却
• 環境影響評価制度とは何か。
• 手続きを簡略化したことと違法
• 地球温暖化対策の違法
• 燃料種検討の欠如



環境影響評価とは何か。

• 環境影響の程度が著しいものとなるおそれがある事業
について、その事業に係る環境の保全について適正な
配慮がなされることを確保するために（法１条）

• 事業の実施が環境に及ぼす影響について、調査、予測
及び評価を行うとともに、これらを行う過程において
その事業に係る環境の保全のための措置を検討し、こ
の措置が講じられた場合における環境影響を総合的に
評価すること（法２条）



平成９年１２月１２日環境庁告示第８７号「基本的事項」
の「第二 環境影響評価項目等選定指針に関する基本的事
項」の「一 一般的事項」の（６）

評価は調査及び予測の結果を踏まえ、対象事業の
実施により選定項目に係る環境要素に及ぶおそれ
のある影響が、事業者により実行可能な範囲内で
回避され、又は低減されているものであるか否か
について事業者の見解を明らかにすることにより
行うものとする

→ ベストを追求



最善の努力がされているかどうかを検討した、
といえるためには、環境影響評価においては、
環境影響を回避するための措置、低減するた
めの措置等について、具体的に複数案が検討
されなければならない。

環境影響評価法第１４条第１項第７号ロ

基本的事項第二、五（３）のア



•市民の参加権

•説明責任
• 市民意見、知事意見で指摘された点に個別具
体的に応えること

• 評価に関連する具体的な根拠を説明すること
• 環境保全策について複数案を検討すること



新設発電所の建設は「改善リプレース」
であるとして、環境影響評価の一部を省
略したことは適法か。

• 発電所アセス省令第２３条第２項第３号の「類似の事
例により参考項目に関する環境影響の程度が明らかで
ある」場合ではない。

• 操業開始以前に、環境影響評価は行われていない。

• その後も、既存発電所の周囲の動植物の状況についての調査データな
どは、存在しない。

• 操業を停止していった以降の、本件施設予定地及びその周辺の陸上及
び海洋の動物・植物などの状況の調査は存在しない。



リプレースガイドラインにいう「改善リ
プレース」ですらない。

2000 2001 2010



•２００２年以降、横須賀火力発電所の発電機
は３・４号機を除いてほとんど稼働していな
い状態が続いていた。

•稼働によって排出される大気汚染物質やＣＯ
２、温排水による負荷がない環境が安定的に
形成されていた。

→ 「改善」リプレースによる環境負荷の「低
減」を実現することを理由として、環境アセ
スの簡略化をおこなう余地は存在しない。



３・４号機のＣＯ２の排出量

年間３２６万トン

新設発電所のＣＯ２の排出量

年間７２６万トン

→温室効果ガスは大幅に増加





莫大なＣＯ２を排出する新設発電所

•１年間に７２６万トン

•日本の２０１６年度エネルギー起源ＣＯ２
排出量の約０．６４パーセント

•世界のエネルギー起源のＣＯ２排出量の
約５０００分の１

•神奈川県内のＣＯ２排出量（２０１６年
度）の約１割





パリ協定（２０１５年１２月採択）

•気温上昇を２℃未満に抑制する目的の達成
のために、今世紀後半の早い時期に、排出
を実質ゼロとすることを目標

•各国に削減目標と政策措置を立案し、条約
事務局に提出すること、措置を実施するこ
とを締約国に義務付け



ＵＮＥＰ（国連環境計画）２０１７

パリ協定の目的の実現のために各国に目標の
引き上げが必要と指摘。

特に、石炭火力については、石炭火力発電所
の新増設は行わず、既設石炭火力についても
フェーズアウトをしていくことが必要と指摘



日本政府、地球温暖化対策計画を閣議決
定し、２０１６年１１月８日に、提出

• ２０１６年５月、２０５０年までに温室効果ガス排出
量の８０％削減を目指すとの目標（以下「２０５０年
目標」という。）

• ２０３０年度に２０１３年度比で温室効果ガス排出量
の２６％を削減するとの目標（以下「２０３０年目
標」という。）

• 目標達成のための措置



日本政府の２０３０年目標・２０５０年目標
を達成するためには、石炭火力発電によるＣ
Ｏ２の排出を削減することは不可欠

•３９％

日本のＣＯ２全体中、

発電部門

•５５％

発電部門中、石炭火力



石炭火力発電所からのＣＯ２排出量の推移と今後



•燃料種についての検討をすべきなのにして
いない。

•事業を実施しない場合との比較検討を真摯
に検討していない。

• 採算を取るために、最低でも３０年以上の稼働率７
０％以上の稼働が必要 → ２０５０年時点及び２０
３０年時点の国際公約の実現にきわめて深刻な影響。

• 新設発電所を設置する必要がない（電気は足りてい
る）。

• 再生可能エネルギー発電を増やす上でも支障に。


